
- 1 - 
 

 

平成23年6月16日 

各   位 

会 社 名 株 式 会 社 サ ン シ テ ィ 
代 表 者 の 
役 職 氏 名 代表取締役社長 星 山 泰 洙 

（コード番号：８９１０   東証第一部） 
問い合わせ先 管 理 部 長 関  健 一 
電 話 番 号 0 2 2 - 2 6 7 - 3 4 1 0 

 

 

当社定時株主総会における株主提案に対する取締役会の考え方について 

 

 

当社は、平成23年1月25日に開示いたしましたとおり、当社株主より、平成23年3月開催予定の当社定時

株主総会における株主提案権として、平成23年1月21日付にて株主提案権行使通知書を受領しておりま

す。 

また、当社は、平成23年6月1日に開示いたしましたとおり、当社が東日本大震災の影響を考慮して第19

回定時株主総会の開催を延期し、平成23年5月31日を基準日として平成23年７月28日に第19回定時株主

総会を開催することを決定したことを受け、平成23年1月21日付株主提案権行使通知書と全くの同一内容

ではございますが、同株主より、第19回定時株主総会における株主提案権行使に関する書面を改めて受

領しております。 

当社取締役会は、これらの株主提案の内容について再度慎重に検討した結果、平成23年6月15日開催

の取締役会において、以下の結論となりましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１． 提案株主 

氏名 小出 泰啓 

 

２． 提案株主からの提案内容の概要及びそれに対する当社取締役会の考え方(なお議題10乃至議題14

に関連し、当社の経営体制に関する当社取締役会の考え方を6頁以下にて詳述しておりますので、ご一読

をお願い申し上げます。) 

 

議題１ 定款一部変更の件 
「取締役を選任するときには、取締役候補者一名につき、一つの独立した議題及び議案を株

主総会に付議する」旨の規定を当社定款に追加する。 
 
取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 
 取締役選任議案については一般的に一括して上程する場合が多く、一方株主側も賛否の票を

投ずるに当たっては、現状でも候補者ごとに選任の賛否をご判断いただける形式がすでに整っ

ております。 
 よって、定款に記載すべき必要性はないことから、取締役会としては反対いたします。 
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議題２ 定款一部変更の件 
「監査役（常勤・非常勤を問わない。）の取締役会への出席状況（取締役会開催回数に占め

る監査役の出席回数）を、金融商品取引法第 24 条の 4 の 7 に定められる四半期報告書中に明

記する方法又は定款第 5 条に定める方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株

主となろうとする者に、四半期ごとに開示する」旨の規定を当社定款に追加する。 
 

取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 
 社外役員（当社の場合、社外取締役は存在しません。）の取締役会への出席状況については

会社法に従い、法令の定めのとおり報告しております。 
四半期ごとの開示につきましても、当社としては情報公開の観点から積極的に対応すること

を今後検討して参る所存でありますが、議案1同様、定款に記載すべき必要性はないことから、

取締役会としては反対いたします。 
 
議題３ 定款一部変更の件 
「取締役および使用人の監査役への対応においては、常勤・非常勤の別を設けてはならず、

監査役が要求する全ての資料を速やかに提出する」旨の規定を当社定款に追加する。 
 
取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 
 当社の取締役及び使用人は、監査に必要と考えられる資料については全て、監査役の常勤、

非常勤を問わず、速やかに監査役に提出しております。 
よって、定款に記載すべき必要性はないことから、取締役会としては反対いたします。 

 
議題４ 定款一部変更の件 
「当会社の取締役若しくは当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役又は当該取締役が

役員を務める会社（当会社の関係会社又は関連会社を除く。）が当会社の関係会社又は関連会

社から金銭の貸付を受けた場合、当会社の各四半期末時点のその貸付残高を、金融商品取引法

第 24 条の 4 の 7 に定められる四半期報告書中に明記する方法又は定款第 5 条に定める方法そ

の他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示

する。また、その貸付を受けた取締役が、当会社又は当会社の関係会社若しくは関連会社の取

締役を退任した時点で、当該貸付が完済されていない場合は、完済されるまでその貸付残高を

四半期報告書中に明記する方法又は定款第 5 条に定める方法その他の合理的な方法によって、

当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する」旨の規定を当社定款に追

加する。 
 

取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 
 すでに法令の定めにより提出している有価証券報告書において「関連当事者との取引」とし

て開示義務をすでに負っております。 
 また、会社法第 433 条により、一定の要件を満たす株主は会計帳簿閲覧請求権を有しており、
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四半期ごとの開示を行う旨の規定を定款に記載すべき必要性はなく、取締役会としては反対い

たします。 
 
議題５ 定款一部変更の件 
「当会社の取締役若しくは当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役又は当該取締役が

役員を務める会社（当会社の関係会社又は関連会社を除く。）が当会社の関係会社又は関連会

社から金銭の仮払を受けた場合、当会社の各四半期末時点のその仮払残高を、金融商品取引法

第 24 条の 4 の 7 に定められる四半期報告書中に明記する方法又は定款第 5 条に定める方法そ

の他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示

する。また、その仮払を受けた取締役が、当会社又は当会社の関係会社若しくは関連会社の取

締役を退任した時点で、当該仮払が清算されていない場合は、清算されるまでその仮払残高を

四半期報告書中に明記する方法又は定款第 5 条に定める方法その他の合理的な方法によって、

当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する」旨の規定を当社定款に追

加する。 
 
取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 
 そもそも仮払金とはその性質上、一定の目的の下に発生するごく短期間の立替払い的な性質

のものであります。 
当社では会社における規程により仮払の実行は一定以上の権限者の下に実施されることが

義務付けられており、実務上も規程に則り実行されております。当然のことながらこれらの会

計処理は会計監査人による監査の他、監査役会における監査を受けており、その結果について

はすでに法令の定めにより提出している招集通知においてご報告済みであります。 
また、会社法第 433 条により、一定の要件を満たす株主は会計帳簿閲覧請求権を有しており、

仮払残高について四半期ごとの開示を行う旨の規定を定款に記載すべき必要性はなく、取締役

会としては反対いたします。 
 
議題６ 定款一部変更の件 
「当会社の各四半期における各々の取締役による接待交際に供された費用の額を、金融商品

取引法第 24 条の 4 の 7 に定められる四半期報告書中に明記する方法又は定款第 5 条に定める

方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごと

に開示する」旨の規定を当社定款に追加する。 
 
取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 
 上記議案 5 と同様、当社では会社における規程により、各々の取締役による費用を要する接

待交際は一定以上の権限者の下に実施されることが義務付けられており、実務上も規程に則り

実行されております。当然のことながらこれらの会計処理は会計監査人による監査の他、監査

役会における監査を受けており、その結果についてはすでに法令の定めにより招集通知におい

てご報告済みであります。 
また、会社法第 433 条により、一定の要件を満たす株主は会計帳簿閲覧請求権を有しており、

各々の取締役による接待交際に供された費用の額について四半期ごとの開示を行う旨の規定
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を定款に記載すべき必要性はなく、取締役会としては反対いたします。 
 
議題７ 定款一部変更の件 
「取締役は、当会社が情報開示を行うときは、幅広い層の投資家が理解できるように、市場

における一般的な表現法に加えて、平易なる表現にて詳細に内容を補足説明する」旨の規定を

当社定款に追加する。 
 

取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 
 当社は情報開示については極力平易な表現とすることを心がけており、今後もそのように対

応する方針であります。 
よって、定款に記載すべき必要性はなく、取締役会としては反対いたします。 

 
議題８ 定款一部変更の件 
「会社法の定めに基づく株主総会の招集請求権又は株主提案権の行使資格を有する株主（以

下「請求株主」という。）から会社に通知された情報（書面による場合を含む。）の取り扱いに

おいて、当該通知の目的にかかわらず、請求株主がその情報全部の開示を要求しているときは、

当会社は遅滞なくその全文を定款第 5 条に定める方法その他の合理的な方法により開示する」

旨の規定を当社定款に追加する。 
 
取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 
上記の情報開示について、内容によっては要点を整理した上で情報開示した方がより多くの

方にわかりやすいことがあり得る場合も想定され、定款の規定として定めることがむしろ合理

性に欠く結果となりかねないことから、取締役会としては反対いたします。 
 
議題９ 定款一部変更の件 
「当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役及び監査役が受領する報酬について、各取締

役および監査役の氏名とその者が当該決算期中に受領した報酬総額とを、各決算期の有価証券

報告書（金融商品取引法第 24 条に定められる有価証券報告書をいう。）に明記する方法又は定

款第 5 条に定める方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主になろうとする

者に、四半期ごとに開示する」旨の規定を当社定款に追加する。 
 
取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 
 金融商品取引法及び企業内容等の開示に関する内閣府令により、平成 22年 3月 31日以後終

了する事業年度にかかる有価証券報告書より、役員報酬の開示、特に１億円以上の報酬を受領

する役員に対する連結報酬等の総額及び報酬等の種類別の額の開示が義務付けられており、当

社も法令に準拠した開示をすでに行っております。 

よって、かかる法令による要請を超えて、取締役および監査役が受領する報酬について、四

半期ごとに開示する旨を定款に記載する必要性はなく、取締役会としては反対いたします。 
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議題１０ 取締役解任の件 
取締役星山泰洙を解任する。 

 
議題１１ 取締役解任の件 
取締役菊地英明を解任する。 

 
議題１２ 取締役選任の件 
取締役全員は本定時総会終結の時をもって任期満了となるので、取締役候補者阿部尚史を取

締役に選任する。取締役候補者阿部尚史の略歴等は以下のとおりである。 
候補者番号１ 阿部 尚史（昭和 47 年 6 月 1 日生） 

略歴等 

平成６年２月 当社入社 
平成 16 年１月 当社 盛岡支店 営業部部長 
平成 17 年９月 当社 盛岡支店 支店長 
平成 20 年３月 当社 取締役 就任 
平成 20 年３月 当社 北東北営業本部長兼盛岡支店長 
平成 22 年３月 当社取締役 退任 
所有する当社の株式 516 株 
上記取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 
議題１３ 取締役選任の件 
取締役全員は本定時総会終結の時をもって任期満了となるので、取締役候補者中井唯雄を取

締役に選任する。取締役候補者中井唯雄の略歴等は以下のとおりである。 
 
候補者番号２ 中井唯雄（昭和 46 年 7 月 20 日生） 

略歴等 

平成７年５月 株式会社沖ソフトウェア九州入社 
平成８年５月 株式会社富士通九州システムエンジニアリング入社 
平成 10 年６月 海外学習センター 創業 
平成 11 年 10 月 英国 シンビアン入社 
平成 13 年２月 英国 バークレイズ証券会社入社 
平成 15 年２月 米国 ディー・ケー・アール・オアシス入社 
平成 17 年２月 ケイマン籍 グランチェスター・マスター・ファンド 創業 
平成 19 年１月 株式会社エフティコミュニケーションズ入社 
同社子会社 株式会社フレクソル 金融事業取締役 就任 
平成 20 年２月 当社入社 経営戦略本部長 
平成 20 年３月 当社取締役 就任 
平成 22 年３月 当社取締役 退任 
所有する当社の株式 －株 
上記取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
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議題１４ 取締役選任の不承認の件 
取締役候補者星山泰洙及び同菊地英明の選任を承認しない。 

 

取締役会としては上記議案 10 乃至議案 11 及び議案 13 乃至議案 14(以下「当社取締役に関す

る株主提案」といいます。)にいずれも反対いたします。（議案 12 につきましては、会社提案

として上程する予定です。） 

反対理由 

① 本総会における当社の取締役候補者に関する考え方 

 当社は本株主総会において別紙に記載の 6 名を取締役候補者とする取締役選任議案(以下

「会社提案」といいます。)を上程する予定です。 

当社取締役会は、この取締役候補者6名の選任が当社の企業再生の実現を目指し、グルー

プ一丸となって着実に経営改革を進めていくために不可欠であると考えております。 

 

(1) 星山泰洙について 

 

会社提案における取締役候補者(以下「会社提案候補者」といいます。)のうち星山泰洙

は、今般の提案株主でありかつ平成22年2月15日まで代表取締役を務めていた小出泰啓氏

より後事を託され、当社グループ全体の経営を統括する代表取締役社長兼グループＣＥＯ

として当社グループの経営改革を強力に推進してまいりました。 

 

星山泰洙は、当社の業績回復・企業再生の中心事業である分譲マンション販売の営業部

門の総責任者を長期間に亘って務めているばかりでなく、販売物件の確保に必要不可欠な

分譲マンション開発事業にも精通しております。 

 

今般の東日本大震災に伴う被災状況下においても的確な指示により混乱を最小限にと

どめ、大幅な事業計画の見直しを迫られる中精力的に主要な取引先との交渉に自ら乗り出

し、引続き販売物件の確保に努めております。 

 

さらに、当社は取引金融機関に対し平成21年5月より借入金の元本返済の猶予等を要請

しているところ、星山泰洙は、取引金融機関との交渉においても力を発揮し、かかる要請

について大多数の金融機関より同意を頂けた原動力となっており、今後とも強力なリーダ

ーシップを発揮し経営にあたることが企業価値の向上に資するものと考えます。 

 

(2) 菊地英明について 

 

また、菊地英明は、当社取締役と同時に100％連結子会社である株式会社サンシティネ

クスト（以下｢ＳＣＮ社｣といいます。）の代表取締役社長を兼任し、グループＣＥＯを補

佐し事業構築戦略及び人事戦略、財務戦略及びグループ全体の経営全般の総責任者として、

当社グループ内の連携を図りながら様々な改革施策を実行してまいりました。 

 

当社グループの経営戦略上、重要な位置付けとなる主要な金融機関、ゼネコンを担当し、

当社グループを支えていただいている顧客や取引先、従業員等との間の強固な信頼関係を
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もとに、各事業部門の経営改革に際しその原動力となっております。 

とりわけＳＣＮ社の社業発展にも尽力するとともに、特に関東以西における当社グルー

プ全体の物件開発を推進していく上で当社グループにとって必要不可欠な人材でありま

す。 

 

 

(3) 会社提案候補者による経営改革と企業価値の向上 

 

当社取締役会は、別紙に記載の取締役候補者6名がそれぞれの強みを最大限に発揮し、ま

たそれぞれの豊富な経験、実績、見識等を活かしながら、引き続き当社グループの従業員

と一致団結して当社グループの経営改革に取り組むことにより、企業価値ひいては株主共

同の利益の持続的な向上を図ることができるものと確信しており、これらの者が本株主総

会において取締役に選任されることが最適であり、星山泰洙及び菊地英明を解任すべき理

由は全くないと考えております。 

 

なお、平成23年2月15日付けプレスリリースでは、会社提案候補者を4名の予定としてい

たところ、今般、会社提案候補者を6名の予定とした経緯については以下のとおりです。 

まず、阿部尚史については当初、経営のスリム化の観点から当社取締役会としても選任

に反対しており、本人も業務執行に専念したいという意向でありました。 

しかしながら今般の東日本大震災という未曽有の大災害に直面し、当社は東北に根差し

た唯一の上場デベロッパーとして東北の住宅復興への期待感と使命を一身に背負っており

ます。そのような中、阿部尚史はこれまで北東北営業本部長として被害の甚大な宮城・岩

手の沿岸部の住宅事情を知り尽くしており、今後の復興需要に十分お応えするために豊富

な経験や見識を活かしていくことが企業価値を高めていくことにつながると考え、会社提

案候補者として選任をお願いするものであります。 

また、関健一は銀行勤務時に高度な企業金融実務を豊富に経験したばかりでなく、銀行

の資金運用部門にも籍を置き、株式・外国為替・債券の各市場でディーラーとしての高い

運用実績を有し、投資実務にも精通しております。 

現在は当社管理部長として財務・経理・総務全般の責任者として重要な任務にあたりな

がら資本政策にも取り組んでおり、中井唯雄候補の選任理由として掲げられている企業統

治策の着実な実行、資本政策の充実、投資家及び報道機関との対話促進という観点におい

ても、関健一が適任であると考えますので、会社提案候補者として選任をお願いするもの

であります。 

 

 

② 当社取締役に関する株主提案が承認された場合の企業価値毀損のおそれ 

 

（1）中井唯雄候補について 

 

中井唯雄候補については、今般の提案株主でありかつ当社の前代表取締役である小出泰

啓氏の強い推薦を受け、平成20年3月、当社取締役に就任いたしましたが、小出泰啓氏が

当社の業績の悪化に関する経営責任を明確にするため代表取締役及び取締役を退任した
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直後の平成22年3月を以って当社取締役を退任しており、取締役退任後は執行役員を経て

平成22年12月15日付を以って当社を退職しております。 

 

株主提案の理由として、中井唯雄候補は当社の企業統治策の着実な実行、資本政策の充

実、投資家及び報道機関との対話促進のためには、当該取締役候補者の資本市場における

卓抜した経験が有用とされております。 

 

しかしながら、中井唯雄候補は、当社取締役及び執行役員在任中の言動や実績に鑑みま

しても、企業統治策の実行者としては極めて不適任と判断せざるを得ません。 

資本政策につきましても、特命を受け活動しておりましたものの全く実績が上げられな

いまま退職した経緯もあり、中井唯雄候補の経歴のとおり、そもそも不動産業務の知識・

経験が全く無いと推察しております。 

 

当社はデベロッパーという事業の特性を理解した上でなければ資本政策は不可能であ

ると考え、すでにフィンテックグローバル証券株式会社と包括的なファイナンス全般のア

ドバイザリー契約を締結しており、同社と連携を深めながら資本政策について実施すべき

と考えております。 

また、さらに資本政策の責任者の任にあたるものとしては、上記①(3)記載のとおり、

当社取締役会では関健一を会社提案候補者として上程する予定です。従いまして中井唯雄

候補を取締役として選任する理由は見当たらないと考えております。 

 

(2) 当社取締役に関する株主提案が承認された場合の企業価値毀損のおそれ 

 

提案株主からは、会社提案候補者の2名が解任され、中井唯雄候補が選任された場合の

経営方針、当社の企業価値を向上させるための施策、更にはそれらを責任をもって実行し

ていく経営体制等、中井唯雄候補が取締役に選任されることで当社の企業価値を向上させ

ることが可能となることについての具体的説明は何らなされておりません。 

 

また、中井唯雄候補と、当社の企業価値の源泉である従業員や、顧客、取引先等との間

には、現経営陣が築いているものと同様の強固な信頼関係は構築されていないと考えてお

ります。 

万が一中井唯雄候補が取締役に選任され、会社提案候補者の星山泰洙及び菊地英明が解

任となった場合、強力なリーダーシップで会社を統率するとともに、販売物件確保のため

のマンション開発事業部門を管掌できる高度な知識や経験を持った取締役が不在という

事態となります。 

 

それは、現代表取締役社長兼グループＣＥＯのもとで先導的に業務を執行する取締役が

取締役会の過半数を占め、株主の皆様の負託に対し責任を持って経営に当たるという現在

の当社のガバナンス体制からの大きな変更を意味するものであります。しかしながら、中

井唯雄候補は、具体的にどのようなガバナンス体制を構築する予定であるのか、またその

ようなガバナンス体制の変更により当社グループにどのようなメリットが生じるのかな

どが明らかではなく、かえって、当社の事業・業務等の現場が著しく混乱することとなり
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かねません。 

 

仮に中井唯雄候補が取締役に選任された場合に、同人が当社の業務執行を主導的に行う

ことを想定しているとしても、業務執行について誰がいかなる役割を担うことになるのか

について明らかでなく、上記のとおり、明確な役割・職責の分担のもと代表取締役社長兼

グループＣＥＯを中心に一丸となって経営に当たることが可能となる会社提案候補者に

よる経営体制と比べ、当社の経営が適切に機能するとは到底考えられません。 

 

以上を総合的に勘案した結果、当社取締役会は、中井唯雄候補が当社の取締役に選任さ

れ、また、会社提案候補者の星山泰洙及び菊地英明が解任となった場合、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益が毀損されるおそれがあると考えております。 

 

③ 当社取締役に関する株主提案に対する当社取締役会の考え方 

 

 つきましては当社取締役会は、別紙に記載の6名の会社提案候補者が当社の経営を行う

ことが、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上につながるものと確信しており、

他方で株主提案は会社提案と実際上両立しえない提案であること、中井唯雄候補の選任が

当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上につながることが具体的に示されておら

ず、むしろ当社の企業価値・株主共同の利益の毀損につながるおそれもあることを勘案し、

当社取締役会は当社取締役に関する株主提案に反対いたします。 

 
 

以 上 
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【別紙】会社提案取締役候補者 

候補者  

番 号   
氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 

所有する当 

社の株式数 

 
星山 泰洙 

(昭和 37年 10月２日生) 

昭和 61年４月  株式会社朋友建設入社 

平成４年４月  当社入社 

平成４年４月  常務取締役就任 

平成６年５月  専務取締役就任 

平成 13年９月  営業本部長 

平成 15年３月  東京支社長 

平成 16年１月  統括本部長兼営業推進部長 

平成 16年５月  営業統括本部長兼営業推進部長 

平成 18年２月  ＣＯＯ（最高業務責任者）  

平成 20年３月  取締役副社長 

平成 22年２月  代表取締役社長就任（現任） 

平成 22年２月  株式会社サンシティリセール 代表取締役就任（現任） 

平成 22年３月  ＣＥＯ（最高経営責任者）（現任） 

24,465株 

2 
米川 淳 

(昭和 40年６月 20日生) 

昭和 62年３月  株式会社ル・グレン入社 

平成２年５月  株式会社朋友建設入社 

平成４年５月  当社入社 

平成７年４月  本社営業部部長代理 

平成８年４月  本社営業部長 

平成 10年２月  札幌支店長 

平成 11年４月  郡山支店長 

平成 12年３月  取締役就任 

平成 15年３月  営業推進部長 

平成 15年３月  本社営業統括部長 

平成 16年２月  本社第一営業部長 

平成 17年３月  常務取締役就任 

平成 17年４月  本社営業本部長 

平成 20年５月  専務取締役就任（現任） 

平成 20年５月  営業統括本部長（現任）  

平成 20年５月  南東北営業本部長（現任）  

807株 

3 
中村 誠二 

(昭和 43年 11月５日生) 

 

昭和 62年３月  株式会社金港堂入社 

平成２年５月  株式会社朋友建設入社 

平成４年５月  当社入社 

平成 10年２月  本社営業部部長代理 

平成 12年３月  取締役就任 

平成 12年４月  本社営業部長 

平成 13年１月  横浜支店長 

684株 
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平成 15年３月  東京支社営業統括部長 

平成 16年１月  東京支社長 

平成 17年１月  首都圏営業本部長（現任） 

平成 17年４月  北関東支店長 

平成 20年５月  常務取締役就任（現任） 

平成 22年３月  営業統括副本部長（現任） 

4 
菊地 英明 

(昭和 39年５月４日生) 

 

昭和 62年４月  株式会社大信販（現株式会社アプラス）入社 

平成２年４月  株式会社北杜エステート入社 

平成４年２月  株式会社ホームギャラリー・ケンコーポレーション入社 

平成６年６月  杜和不動産販売株式会社入社 

平成８年７月  当社入社 管理部係長 

平成９年９月  管理部課長 

平成 11年１月  管理部次長 

平成 13年１月  内部監査室室長 

平成 13年９月  経営企画室次長 

平成 15年１月  社長室室長 

平成 17年１月  東京支社長 

平成 17年３月  取締役就任 

平成 20年５月  常務取締役就任（現任） 

平成 20年５月  首都圏事業本部長 

平成 20年 10月  株式会社サンシティネクスト 代表取締役就任（現任）  

平成 22年３月  東京支社長（現任） 

 

546株 

5 
阿部 尚史 

（昭和 47年 6月 1日生） 

 

平成 6年 2月 当社入社 

平成 16年１月 盛岡支店 営業部部長 

平成 17年９月 盛岡支店長（現任） 

平成 20年３月 当社 取締役 就任 

平成 20年３月 当社 北東北営業本部長（現任） 

平成 22年３月 当社取締役退任 常務執行役員就任（現任） 

 

516株 

6 
関 健一 

（昭和 40年 5月 16日生） 

 

昭和 63年 4月 株式会社殖産相互銀行（現きらやか銀行）入行 

平成 19年 6月 当社入社 

平成 22年 3月 管理部長（現任） － 
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【ご参考】 

提案株主より提案のあった議案の要領 

 

議題１ 定款一部変更の件 
 
議案の要領 
当会社定款第 18 条第 4 項として以下の規定を追加する。 
 

記 
 

4. 取締役を選任するときには、取締役候補者一名につき、一つの独立した議題及び議案を株主

総会に付議する。 
 
議題２ 定款一部変更の件 
 
議案の要領 
当会社定款第 22 条第 3 項として以下の規定を追加する。 
 

記 
 

3. 監査役（常勤・非常勤を問わない。）の取締役会への出席状況（取締役会開催回数に占める

監査役の出席回数）を、金融商品取引法第 24 条の 4 の 7 に定められる四半期報告書中に明記

する方法又は定款第 5 条に定める方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主

となろうとする者に、四半期ごとに開示する。 
 
 
議題３ 定款一部変更の件 
 
議案の要領 
当会社定款第 29 条の末尾に以下の規定を追加する。 
 

記 
 

取締役および使用人の監査役への対応においては、常勤・非常勤の別を設けてはならず、監査

役が要求する全ての資料を速やかに提出する。 
 
 
議題４ 定款一部変更の件 
 
議案の要領 
当会社定款第 20 条第 3 項として以下の規定を追加する。 
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記 
 

3. 当会社の取締役若しくは当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役又は当該取締役が役

員を務める会社（当会社の関係会社又は関連会社を除く。）が当会社の関係会社又は関連会社

から金銭の貸付を受けた場合、当会社の各四半期末時点のその貸付残高を、金融商品取引法第

24 条の 4 の 7 に定められる四半期報告書中に明記する方法又は定款第 5 条に定める方法その

他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示す

る。また、その貸付を受けた取締役が、当会社又は当会社の関係会社若しくは関連会社の取締

役を退任した時点で、当該貸付が完済されていない場合は、完済されるまでその貸付残高を四

半期報告書中に明記する方法又は定款第 5 条に定める方法その他の合理的な方法によって、当

会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する。 
 

 
議題５ 定款一部変更の件 
 
議案の要領 
当会社定款第 20 条第 4 項として以下の規定を追加する。 
 

記 
 

4. 当会社の取締役若しくは当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役又は当該取締役が役

員を務める会社（当会社の関係会社又は関連会社を除く。）が当会社の関係会社又は関連会社

から金銭の仮払を受けた場合、当会社の各四半期末時点のその仮払残高を、金融商品取引法第

24 条の 4 の 7 に定められる四半期報告書中に明記する方法又は定款第 5 条に定める方法その

他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示す

る。また、その仮払を受けた取締役が、当会社又は当会社の関係会社若しくは関連会社の取締

役を退任した時点で、当該仮払が清算されていない場合は、清算されるまでその仮払残高を四

半期報告書中に明記する方法又は定款第 5 条に定める方法その他の合理的な方法によって、当

会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する。 
 
 
議題６ 定款一部変更の件 
 
議案の要領 
当会社定款第 20 条第 5 項として以下の規定を追加する。 
 

記 
 

5 . 当会社の各四半期における各々の取締役による接待交際に供された費用の額を、金融商品

取引法第 24 条の 4 の 7 に定められる四半期報告書中に明記する方法又は定款第 5 条に定める

方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごと
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に開示する。 
 
 
議題７ 定款一部変更の件 
 
議案の要領 
当会社定款第 20 条第 6 項として以下の規定を追加する。 
 

記 
 

6 . 取締役は、当会社が情報開示を行うときは、幅広い層の投資家が理解できるように、市場

における一般的な表現法に加えて、平易なる表現にて詳細に内容を補足説明する。 
 
 
議題８ 定款一部変更の件 
 
議案の要領 
当会社定款第 13 条第 3 項として以下の規定を追加する。 
 

記 
 

3 . 会社法の定めに基づく株主総会の招集請求権又は株主提案権の行使資格を有する株主（以

下「請求株主」という。）から会社に通知された情報（書面による場合を含む。）の取り扱いに

おいて、当該通知の目的にかかわらず、請求株主がその情報全部の開示を要求しているときは、

当会社は遅滞なくその全文を定款第 5 条に定める方法その他の合理的な方法により開示する。 
 
 
議題９ 定款一部変更の件 
 
議案の要領 
当会社定款第 26 条第 2 項として以下の規定を追加する。 
 

記 
 

2 . 当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役および監査役が受領する報酬について、各取

締役および監査役の氏名とその者が当該決算期中に受領した報酬総額とを、各決算期の有価証

券報告書（金融商品取引法第 24 条に定められる有価証券報告書をいう。）に明記する方法又は

定款第 5 条に定める方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主になろうとす

る者に、四半期ごとに開示する。 
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議題１０ 取締役解任の件 
 
議案の要領 
取締役星山泰洙を解任する。 
 
 
議題１１ 取締役解任の件 
 
議案の要領 
取締役菊地英明を解任する。 
 
 
議題１２ 取締役選任の件 
 
議案の要領 
取締役全員は本定時総会終結の時をもって任期満了となるので、取締役候補者阿部尚史を取締

役に選任する。取締役候補者阿部尚史の略歴等は以下のとおりである。 
 
候補者番号１ 阿部 尚史（昭和 47 年 6 月 1 日生） 

略歴等 

平成６年２月 当社入社 
平成 16 年１月 当社 盛岡支店 営業部部長 
平成 17 年９月 当社 盛岡支店 支店長 
平成 20 年３月 当社 取締役 就任 
平成 20 年３月 当社 北東北営業本部長兼盛岡支店長 
平成 22 年３月 当社取締役 退任 
所有する当社の株式 516 株 
上記取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 
 
議題１３ 取締役選任の件 
 
議案の要領 
取締役全員は本定時総会終結の時をもって任期満了となるので、取締役候補者中井唯雄を取締

役に選任する。取締役候補者中井唯雄の略歴等は以下のとおりである。 
 
候補者番号２ 中井唯雄（昭和 46 年 7 月 20 日生） 

略歴等 

平成７年５月 株式会社沖ソフトウェア九州入社 
平成８年５月 株式会社富士通九州システムエンジニアリング入社 
平成 10 年６月 海外学習センター 創業 
平成 11 年 10 月 英国 シンビアン入社 
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平成 13 年２月 英国 バークレイズ証券会社入社 
平成 15 年２月 米国 ディー・ケー・アール・オアシス入社 
平成 17 年２月 ケイマン籍 グランチェスター・マスター・ファンド 創業 
平成 19 年１月 株式会社エフティコミュニケーションズ入社 
同社子会社 株式会社フレクソル 金融事業取締役 就任 
平成 20 年２月 当社入社 経営戦略本部長 
平成 20 年３月 当社取締役 就任 
平成 22 年３月 当社取締役 退任 
所有する当社の株式 －株 
上記取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 
議題１４ 取締役選任の不承認の件 
 
議案の要領 
取締役候補者星山泰洙及び同菊地英明の選任を承認しない。 

以上 
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